La protection du droit d'habitation du concubin survivant by Furukawa, Y.
生存内縁者の居住利益の保護 
― 内縁者の所有不動産の場合 ―












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































de la femme），夫の固有財産（biens propres du mari）という財産が併存す
る。共通制は，離婚および夫婦の一方の死亡等で解消され（仏民1441条），共















































































































































































































の勧告の草案を作成し，ヨーロッパ法律協力委員会（Comité européen de cooperation 
juridique（CDCJ））の承認後，1981年，閣僚委員会によって，「家族の住居の占用および
家財道具の利用についての夫婦の権利に関する勧告（Recommandation N R゜(81)15 
concernant les droits des époux relatifs à lʼoccupation du logement de la famille et à 










　婚姻外男女関係の居住利益の保護について，パクス法（PACS，Le pacte civil de 
solidarité）（1999年11月15日の法律944号）によると，パクスの場合は，死亡当事者が所
有していた家屋に２人で住んでいた場合，パクスの生存パートナーは相続財産に対して
１年間の住居費用を相続財産に支払わせることができる債権を有するとする（仏民515-6
条）。内縁（concubinage）の場合，フランス民法に内縁の定義が規定されるのみで，フ
ランス民法に内縁の居住権に関する規定がないと考えられる。しかし，恵与（liberalité）
により用益権を遺贈することが可能とされ，実際に，居住住宅の所有内縁者が生存内縁
者に居住不動産を遺贈することが頻繁に譲渡の手段として認められているとされる
（Wilfried BABY・前掲注⑿31-39頁）。
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